
― 26 ―

理解しようと努め，真剣に聴くこと。Active 
listening）が必要だからである17)。傾聴には
「パラフレイジング」（繰り返し），「リフレ
イミング」（言い換え），「サマライジング」（要
約），「オープンエンディッドクエスチョン」
（開かれた質問）といった技法がある18) が，
単に質問技法にとどまらず，調停人の臨む姿
勢や，ボディランゲージ（顔の向き，視線，
雰囲気など）も含めた調停人の当事者への向
かい方全体を差すものである。「傾聴」は，
調停人が調停に臨むうえで必ず実践しなけれ
ばならない技術であるが，このような聴く技
術は，調停人としてだけでなく，仕事や家族，
友人関係にも非常に役に立つものである。も
っとも，今回の模擬 ADR 調停動画において
は，時間の都合上，調停人が当事者の発言全
てにパラフレイジングなどの技法を用いるこ
とは避け，動画を放映した後に傾聴について
口頭で補足した。
　このように自主交渉援助型調停には「傾聴」
や「課題の特定」といった調停の場以外にも
非常に役に立つ技法，考え方があり，これら
も講演会で詳しく紹介したかったところであ
るが，今回の講演会においては ADR という
紛争解決手続制度の紹介と賃貸借契約に係る
敷金返還と原状回復に関する紛争事案の紹介
に重点を置いたため，上記調停技法等の紹介
は簡単なものにとどめた。機会があればこれ
らについても講演会の場などで紹介したい。

（２）民法の観点から
　ゼミ生は，改正前民法の規定を前提に事案
を作成した。以下は，改正前民法の規律か
ら，ゼミ生が作成した事案について検討して
いく。最後に，改正民法の観点からすると，
どうなるかについても見ていく。以下では，
改正前民法の条文を指す場合には，改正前民
法〇条，改正後の民法の条文を指す場合（改
正前と改正後で変更がない場合にも），民法
〇条と記す。

　ゼミ生事案の争点は，借家の修繕義務の問
題，修繕費用を誰が負担するか，という問題，
賃貸借契約終了後の原状回復の問題に帰着す
る。
　ゼミ生事案によれば，入居時に既に壁にカ
ビが存在していた。（現実にはありえないこ
とだろうが，）賃借人は，その壁を自身で処
理する旨，伝えて，建物の賃貸借契約を締結
した。賃貸人は，目的物の使用収益をさせる
義務を負っており（改正前民法601条），賃貸
人は，賃借人が借家の使用収益をできる状態
で引き渡さなければならない。したがって，
賃借人が借家の使用収益をするために必要な
（修繕）費用は，反対の特約がない限り，賃
貸人が負担しなければならない（改正前民法
616条）。本事案では，賃借人のこの発言をど
う捉えるかが問題になる。（その発言が，賃
貸借契約の特約として結ばれたものかどうか
は分からない。）契約締結時に，たとえ賃借
人自身で処理する旨，伝えた，としても，カ
ビの除去とその除去費用は賃貸人が負担すべ
きものであったと考えられる。もっとも，ゼ
ミ生によるこの事情（入居時のカビの存在と，
賃借人による除去の発言）の追加は，契約終
了後の原状回復の際における考慮事由として
入れたものであり，考え抜かれたものである。
　床の陥没については，まず，改正前民法で，
賃貸人の修繕義務がどのように規律されてい
たかを確認しておく。修繕については，賃貸
人の修繕義務（改正前民法606条１項），賃借
人の保存行為受忍義務（民法606条２項），要
修繕状態が生じた場合の賃借人の通知義務
（改正前民法615条）が定められていた。賃
貸人は，賃借人に目的物の使用収益をさせる
義務を負担することから，原則として，賃貸
人が修繕義務を負担する。要修繕状態の発生
について，当事者双方に帰責事由がない場合
も，賃貸人に修繕義務が生ずる。天災などの
不可抗力による場合，通常損耗・経年劣化に
よる場合などである。要修繕状態の発生につ
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いて賃貸人に帰責事由がある場合には，賃貸
人に修繕義務が発生する。要修繕状態の発生
について賃借人に帰責事由があった場合に
は，賃貸人に修繕義務が発生すると解する説
と，賃借人に修繕義務を負わせるべきだと解
する説の対立があり，後者が有力だった。な
お，修繕義務が発生するのは，修繕可能な場
合に限られ，修繕が物理的に可能だが，過大
な費用を要する場合には，賃貸人は修繕義務
を免れた。もっとも，特約で，賃貸人の修繕
義務を減免すること，一定の範囲の修繕を賃
借人の義務とすることは可能であり，実際の
賃貸借契約では，契約書でそのような特約が
定められていることが多い19），20）。
　このような規律から考えると，床の陥没は，
賃貸人の目的物の使用収益をさせる義務違反
（改正前民法601条）でもあり，その修繕費
用は，賃貸人が負担しなければならない（改
正前民法606条１項）。賃借人は，賃貸人に要
修繕状態を通知しており，もし，賃借人自身
が修繕費用を出して修繕したのであれば，必
要費として償還請求が可能である（民法608
条１項）（必要費とは，賃借人が使用収益す
るために必要な費用であり，賃貸借契約の目
的物を通常の用法に適する状態に保存するた
めに必要な費用とされる（民法196条１項を
参照）。たとえば，賃借人による畳替えの費
用（大判昭和18年７月６日新聞4862号８頁）
などである）。すなわち，賃貸人の負担に属
する必要費について，賃借人が支出したとき
は，賃貸人に対して，賃貸借契約の終了を待
たずに，直ちに償還請求が可能である（民法
608条１項）。「賃貸人の負担に属する」かど
うかは，個別の契約により決まってくるが，
賃借人の使用収益に必要な費用は，反対の特
約のない限り，賃貸人の負担に属する（改正
前民法616条 ，594条１項）。（なお，有益費に
ついては，賃貸人が負担する。賃借人が支出
したときには，賃貸借契約が終了したとき
に，価格の増加が現存する場合に限り，賃借

人の選択に従い，その支出した金額または増
価額を賃貸人に償還させることができる（民
法608条２項 ，196条２項）。）
　ところで，改正民法では，賃貸借契約の目
的物の修繕に関する規定が整理され，次のよ
うになった。改正前民法の下では争いがあっ
た，目的物の要修繕状態の発生について賃借
人に帰責事由があった場合には，賃貸人に修
繕義務がないことが明示された（民法606条
１項但書）。そして，目的物が要修繕状態に
ある場合に，賃借人が賃貸人に修繕が必要で
ある旨を通知したか，賃貸人がその旨を知っ
たにもかかわらず，賃貸人が相当期間内に必
要な修繕をしないとき，または，急迫の事情
があるときには，賃借人は修繕をすることが
できる，と規定された（民法607条の２）。そ
の趣旨は，賃借人が賃貸人の所有物について
修繕できる要件を明確にして，法律関係の明
確性を高めたものである，とされる21）。ゼミ
生事案の床の陥没については，改正民法の下
でも，変わらないだろう。ただし，改正民法
607条の２により，賃借人は，自身で床の修
繕をすることができる。その費用は，必要費
として償還請求することができる（民法608
条１項）。
　ゼミ生事案の最大の論点が，賃貸借契約終
了後の原状回復の範囲の問題である。ゼミ生
事案では，畳の劣化，ハウスクリーニング費
用を含む通常損耗な経年劣化での目的物の原
状回復費用についても，特約で賃借人が支払
うことになっていた（「通常損耗補修特約」）。
原状回復費用（493，200円）が，敷金額（400，
000円）を超えたので，賃貸人や賃借人に対
してその超過分を請求した。賃借人は，その
要求額が高すぎるとして，賃貸人を相手方と
して，調停を申し立てた。
　改正前民法でも，賃貸借契約終了後，賃借
人は目的物の原状回復義務を負担する（改正
前民法616条 ，598条）。賃借人は，目的物を
受け取った後に，目的物に損傷が生じた場合
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には，その損傷を原状に復さなければならな
い。「損傷」には，目的物の通常の使用収益
によって生じた損耗（通常損耗）および目的
物の経年劣化は含まれない，と解されていた。
目的物の通常損耗や経年劣化は，契約の性質
上，当然に予定されており，減価償却費や修
繕費などの必要経費は賃料に含まれるのが通
常だからである，とされた（最判平成17年３
月10日裁時1402号６頁）22）。「通常損耗補修
特約」については，ゼミ生の解決案にも示
されているように23），前掲・最判平成17年３
月10日によれば，「建物の賃借人にその賃貸
借において生ずる通常損耗についての原状回
復義務を負わせるのは，賃借人に予期しない
特別の負担を課すことになるから，賃借人に
同義務が認められるためには，少なくとも，
賃借人が補修費用を負担することになる通常
損耗の範囲が賃貸借契約書の条項自体に具体
的に明記されているか，仮に賃貸借契約書で
は明らかでない場合には，賃貸人が口頭によ
り説明し，賃借人がその旨を明確に認識し，
それを合意の内容としたものと認められるな
ど，その旨の特約（以下「通常損耗補修特約」
という。）が明確に合意されていることが必
要である」とされている。
　賃貸借契約の終了時に，賃借人の負担する
原状回復義務の範囲が争われることが多い。
国土交通省が，民間賃貸住宅の賃貸借契約終
了時の原状回復義務の範囲のトラブルを防
止するために，「原状回復をめぐるトラブル
とガイドライン（再改訂版）」を公表してい
る24）。
　なお，改正民法では，賃貸借契約終了後の
賃借人の原状回復義務が明文化され（民法
621条），改正民法の下でも認められていた「損
傷」には，目的物の「通常の使用及び収益に
よって生じた賃借物の損耗並びに賃借物の経
年劣化」は含まれないことが明示された。さ
らに，改正民法では，「敷金」に関する規定
が新設され，これまでの判例（大判大正15年

７月12日民集５巻616頁）や学説の議論を採
用して，敷金とは，「いかなる名目によるか
を問わず，賃料債務その他の賃貸借に基づい
て生ずる賃借人の賃貸人に対する金銭の給付
を目的とする債務を担保する目的で，賃借人
が賃貸人に交付する金銭」である，と定義さ
れた（民法622条の２第１項）。敷金を受け取
った賃貸人は，賃貸借契約が終了し，目的物
が返還されたとき，そして，賃借人が賃借権
を適法に譲渡したときに，未払いの賃料や，
目的物が壊れていた場合の損害賠償債務の額
（原状回復費用）を，敷金から控除して，そ
の残額を賃借人に返還しなければならない
（民法622条の２第１項），とされた。
　したがって，ゼミ生事案では，賃貸借契約
の際に締結された，とされる「通常損耗補修
特約」の効力如何が問題となる。賃貸借契約
締結の際に，「賃借人が補修費用を負担する
ことになる通常損耗の範囲が賃貸借契約書の
条項自体に具体的に明記されているか」，賃
貸借契約書で明らかでない場合には，「賃貸
人が口頭により説明し，賃借人がその旨を明
確に認識し，それを合意の内用したものと認
められるか」が問題となる。ゼミ生は，この
基準に基づいて，通常損耗補修特約の合意が
争われるような事案作成を行っている（評価
できる点である）。ただ，敷金の充当関係に
ついては，その理解は怪しい。

（３）学生指導・教育の観点から
　続いて，ゼミ生の事案・シナリオ作成につ
いて，学生指導・教育の点から振り返りをす
る。
　ゼミ生による講演会企画は，「Project-Based 
Learinig（PBL，問題解決型学習）」25）にあ
たる26）。PBL では，問題・課題は，教員ま
たは外部企業から与えられることが多いよう
だが，本企画では，最初に，足立が，事案と
その法的な解決，自主交渉援助型調停をする
ための資料とシナリオを作成するよう，大ま
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かな指示を与えるが，ゼミ生自身が，（PBL
の）問題・課題を外部講師と足立のアドバイ
スを受けて作成する。
　ゼミ生には，事前に，参考資料として，①
2019年度に深林行政書士を始めとする行政書
士会北海道 ADR センターの先生方に開催し
ていただいた，自主交渉援助型調停について
の講演資料（2019年度２年ゼミでの講演の
際に配布していただいた行政書士会北海道
ADR センター作成の自主交渉援助型調停の
ための資料（事案，申立人と相手方の事情）
と ，2019年度２年ゼミ生による，自主交渉援
助型調停をテーマとした法学講演会の資料），
②建物賃貸借契約を素材とした事案を作成す
るための参考書（教科書や，たとえば野辺博
編著『借地借家の法律相談（第一次改訂版）』
（学陽書房 ，2011年）など）や，参考となる
ウエブサイト（国土交通省「原状回復をめぐ
るトラブルとガイドライン（再改訂版）」など）
を与えた。ゼミ生は，これらの資料を使いな
がら，賃貸借契約，特に原状回復の問題につ
いて，インターネットで検索をして，情報を
収集した。ただし，ゼミ生には，インターネ
ット資料は，その内容に信憑性がないことも
あるので，CiNii Articles から，関連する学
術論文を，TKC ローラーブラリー 27）から，
関連判例・裁判例を探して，参考資料にする
ように指示した。Cinii Articles では，全ての
論文・資料をダウンロードすることができる
わけではない。したがって，ゼミ生がどうし
ても必要な論文・資料で，インターネットか
らダウンロードできないものについては，足
立が，大学図書館で，または大学図書館を通
じて複写依頼をして，論文・資料を手に入れ
て，ゼミ生に提供した。この点，例年であれ
ば，ゼミ生自身が，大学図書館に足を運び，
教科書・参考書・研究書や論文などを探して
読んで，資料の取捨選択を行うが ，2020年度
は，新型コロナウイルス感染症の影響で，学
生の登校が制限されたため，それをすること

ができなかった。確かに，インターネットを
通じて，資料の検索と，その一部のダウンロ
ードを行うことはできるが，図書館で実際に
（リアルに）資料を手に取って，有益な資料
を見つけ手に入れる重み（感動？）は何にも
代えがたい。知的作業は，パソコンの前だけ
で完結するものではなく，実際に自分の時間
を使い，足を運び（，場合によっては資料を
複写する経済的コストを払って）こそ意味が
あるものである（この知的作業は，学生が社
会に出てからも必要なものだと考える。）。資
料（・時代）がデジタル化され，自由に簡易
に即座にアクセス可能になることは確かに便
利だが，自分の時間・足・目・頭を使った知
的作業は失われてはならないものと考える。
（インターネットの資料・情報は，自由に簡
単に即座に得られるが，その分価値は陳腐に
なる。）
　「学生による講演会」企画では，足立自身が，
学生にどこまで介入するかのさじ加減が難し
い。どこまで関連資料を指示するか，どこま
で教えるか，という問題である。こちらから
何か具体的な内容を言ってしまうと，ゼミ生
は安易にそれに乗っかってしまう。それでは，
ゼミ生に力がつかない。また，外部講師と足
立との間で，講演会の趣旨，問題・課題の理
解・回答について見解の相違があると，ゼミ
生がいたずらに混乱することになる。ゼミ生
による講演会企画を10年以上，開催している
が，未だに悩むことが多い問題である。この
ような経験から，課題や企画案の作成につい
ての指摘は，外部講師の先生にお任せして－
外部講師の先生とのやり取りは，模擬仕事体
験として，ゼミ生の成長に資する－，足立は，
裏方として，（課題や企画案の骨格ができる
までは，）課題や企画案の作成については必
要最小限の指示とアドバイスにとどめ（教科
書や関連資料の大まかな指示など），ゼミ生
のチーム・ビルディングやゼミ生個人のモチ
ベーションの維持に目を配るようにしている。

2020年度「債権法講演会」の報告



― 30 ―

　足立のゼミでは，ゼミ生のリーダーシップ
教育を目標の１つとしている28）。先に述べた
ように，企画チームを結成するに当たっては，
リーダーとサブリーダーを選出させる。もっ
ぱら，リーダーには，打ち合わせの開催と取
りまとめ，外部講師や足立との交渉を担わせ，
サブリーダーには，リーダーのサポートと円
滑なチーム・ビルディングの環境設定を担わ
せている。企画の初期段階は，足立にやらさ
れている感がいっぱいなのだが，ゼミ生が自
分たちの企画だと認識できるようになって，
やっとリーダーもサブリーダーも自分の職務
と責任を自覚し，企画が本格的に始動し始め
る。どの企画も，大体，講演会開催1 ヶ月前
に，そのような時期を迎える（それが迎えら
れないこともあるが，大体，そういう企画は
失敗する）。そこまで持っていくのが大変で，
外部講師と足立が鞭と飴を与えて，後押しし
ていなかないとならない（我われのリーダー
シップも試される機会となる29））。リーダー
とサブリーダーの変化と同時に，メンバーも
チーム内での自分の立場と役割を自覚し，全
員が，率先垂範して企画の職務を担うように
なる。ゼミ生がそうなれば，もうあまり口を
出すこともない。もっとも，それ以降も，企
画の運営に当たって，ゼミ生の決断が鈍る・
安易に流れることがないよう見守っていかな
いとならない。
　2020年度「債権法講演会」企画は，ほぼ
zoomでの準備，そして，講演会の開催となり，
足立自身，自らの役割を十分に果たすことが
できなかった。ゼミ生たちは，制約された環
境のなかでも，深林行政書士の懇切なご協力
を得て，できる範囲で企画をやり遂げた。今
後，新型コロナウイルス感染症の影響がどう
なっていくかは分からないが，これまでとは
違った環境のなかでの学生指導・教育のあり
方を考えていくための経験と素材を得ること
ができた。（ゼミ生たちは，逞しく立派だった。
欲を言えば，学問そして企画自体への渇望・

情熱がもっと欲しかった）。

６．まとめと今後の展望

　以上 ，2020年度「債権法講演会」の内容の
紹介と，ゼミ生事案の検討，自主交渉援助型
調停の紹介などについて，総花的な説明をし
てきた。まず，コロナ禍の制約された環境で，
事案とシナリオを創りあげ，企画をやり遂げ
たゼミ生たちの頑張りを評価したい（逞しく
学んだ！）。制約された環境のなかでも，や
り方を工夫すれば，アクティブな学生教育が
展開することができる，という新たな学生教
育の可能性を見いだすことができた。もっと
も，これも，学生が成長したい，という思い
をもってくれること，学生との信頼関係の構
築が大切である。また，お忙しい中，業務の
合間を縫って，準備段階から企画に協力して
いただいた深林行政書士にも感謝したい。深
林行政書士のご協力がなければ，本企画は実
現できなかった。
　「外部講師による講演会」企画は，ゼミ生
取組みで学問的な課題に取り組むことで，ゼ
ミ生の深い学習につながり，外部講師や足立
とのやり取りで，ゼミ生の社会人基礎力を育
み，ゼミ生が企画にチームで取り組むことで，
チームで仕事をしていくためのスキルや心構
え，ゼミ生各人のリーダーシップを備えさせ
ていくものである。
　足立が，自主交渉援助型調停を運営してい
る行政書士会北海道 ADR センター（深林行
政書士）に講演を依頼し，ゼミ生や講義受講
者にそれを理解し体験させているのには，次
のような理由・意図がある。自主交渉援助型
調停とは，係争当事者のお互いの主張のやり
取りを通じて，合意点（落とし所）を見つけ
ていくものと考えられる30）。係争当事者の事
情や利益に基づいて，主張をして，お互いの
合意点を見つけていくものである（交渉の作
法を学ぶ，交渉教育にも繋がる31））。その過
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程は，取引社会における契約交渉と同様であ
り，自主交渉援助型調停の理解・体験を通じ
て，（契約）交渉も学ぶことになる（合意に
よる制度形成の実践）。自主交渉援助型調停
の事案作成や模擬実践は，契約自由の原則や
私的自治の原則の理念を実践的に学ぶ舞台と
もなると考えられる（学生に対しての法教育
の実践）（もっとも，それを理解させるため
には，足立の誘いがないとならない）。さらに，
傾聴，パラフレージング，リフレーミングな
ど，自主交渉援助型調停の学習を通じて交渉
スキルを学ぶことは，学生が社会に出て仕事
をしていくに当たっても必要となるコミュニ
ケーション能力を培うのにも役立つ，と考え
る32）。以上のことを実りあるものにするため
には，足立自身が，自主交渉援助型調停の理
念・方法を理解し，その学生教育・指導への
適用を考えていかなければならない（ご迷惑

かもしれないが，行政書士会北海道 ADR セ
ンターの行政書士の先生方，そして深林行政
書士とのコラボレーションを，より有機的に
進めていきたい）。
　実践的な学生教育の１つとして，今後も外
部講師による講演会企画を継続・発展させて
いきたい。

【謝辞】

　模擬 ADR 事案と模擬 ADR のシナリオを
本稿に掲載することについて承諾してくれ
た，本講演会に取り組んでくれたゼミ生たち
に感謝する。そして，本講演会企画，さらに
は本稿の作成も，深林行政書士のご協力がな
ければ，成し遂げられないものだった。お忙
しい中，時間を割いていただいた深林行政書
士に深く感謝したい。 （了）

事前に大学に届出をすれば，認められた。訪問
に当たっては，フェイスシールドを持参し，換
気の良い部屋で打ち合わせを行った。

6）　家賃，敷金，期間など，賃貸借契約の現実と
かけはなれた点は，度外視する。

7）　使用した動画について鑑賞したいという希
望があれば，足立（adachi@hokusei.ac.jp）ま
でご連絡いただければ，動画のURLを提供す
る。もちろん ，2020年度２年ゼミ生の承諾は取
ってある。

8）　シナリオの作成にあっては，その形式を，
北海道行政書士会 ADR センター作成の模擬
ADR事案の資料を参考にさせていただいてい
る。

9）　X（賃貸人）は山岸留惟君，Y（賃借人）は
中川正貴君，調停人は弓山陽菜さんが務めた。

10）　入江秀晃「調停技法紙上講義第２回　調停人
の立ち位置」JCA60巻５号２頁以下。

　　なお，「マアマア調停」という言葉自体は妥
協要請型調停を指す名称ではなく，調停人の対
応そのものを指して表す名称である。

11）　レビン小林久子『調停者ハンドブック』（信
山社 ，1998年）１頁以下。

12）　入江秀晃「調停技法紙上講義第14回　同席と

1）　足立が本学に赴任した2008年度から毎年，
「外部講師による講演会」企画をいくつか開催
している。拙稿「『外部講師による講演会』企
画での民法教育と社会人基礎力の育成－法教育
との関連も視野に入れて」法と教育６号79頁以
下，拙稿「『アクティブ・ラーニング』として
の（？）ゼミナール活動」北星論集（継）58巻
２号79頁以下などを参照。

2）　社会人基礎力については，経済産業省ウエ
ブサイト「社会人基礎力」（https://www.meti.
go.jp/policy/kisoryoku/index.html）（2021年11
月４日閲覧）を参照。

3）　深林行政書士を始めとした北海道行政書士
会ADRセンターの先生方との出会いは ，2019
年１月11日（金）札幌弁護士会主催の「調停技
法に関する研修会」での模擬調停実践であった。

4）　「民法Ⅲ〔債権各論〕」は，足立が担当してい
る。「民法Ⅲ」では，各契約の契約書を素材に，
債権各論の知識を伝授している。また，後期の
「民法Ⅳ〔債権総論〕」での本講演会を見越して，
賃貸借契約と交渉の知識を事前に伝えることが
できるからである。

5）　８月下旬の時点では，北海道の感染状況も高
くはなく，学生と課外活動をするに当たっては，
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を促すことができている，と評価している。も
っとも，それを実効的に実現していくためには，
教員側の適切な後押しが必要である（しかし，
その後押しの仕方が難しい））。

27）　本学では ，２年生以上の学生に，TKCロー・
ライブラリーの個人 IDが付与される。

28）　リーダーシップ教育については，差し当た
り，館野「リーダーシップ教育の理論と設計」
（中原監修，館野・高橋編著『リーダーシップ
教育のフロンティア【研究編】』）53頁以下，特
に ，57頁－63頁，館野「総括と今後の課題」（中
原監修，館野・高橋編著『リーダーシップ教育
のフロンティア【研究編】』）185頁以下，特に
190-196頁，館野「これからのリーダーシップ
とその教育手法」（中原淳監修，高橋俊之・館
野泰一編著『リーダーシップ教育のフロンティ
ア【実践編】』（北大路書房 ，2018年）36頁以下，
館野・高橋「経験学習型リーダーシップ教育の
基本形」（中原監修，高橋・館野編著『リーダ
ーシップ教育のフロンティア【実践編】』55頁
以下，また，リーダーシップの教育手法や問題
点については，中原監修，高橋・館野編著『リ
ーダーシップ教育のフロンティア【実践編】』
76頁以下を参照。

29）　館野「大学におけるリーダーシップ教育の事
例」（中原監修，館野・高橋編著『リーダーシ
ップ教育のフロンティア【研究編】』）100頁以
下を参照。

30）　自主交渉援助型調停については，さしあたり，
入江秀晃「自主交渉援助型調停と評価型調停」
JCA53巻12号30頁以下，稲葉一人「ADR にお
ける『自主交渉援助型調停』の意義」日本行政
424号16頁以下，同「調停モデルと調停の進め
方－自主交渉援助型調停と同席調停」自正67巻
３号45頁以下を参照。

31）　交渉教育については，野村美明「交渉と法教
育」帝塚山26号１頁以下を参照。

32）　（自主交渉援助型調停の）交渉スキルおよび
その習得とメリットについては，和田仁孝「紛
争解決の技法とはなにか－ナラティブに埋め
込まれた知」（山本顯治編『紛争と対話』（法
律文化社 ，2007年））99頁以下，山口真人「自
主交渉援助型調停と人間関係のトレーニング」
JCA54巻３号８頁以下，飯田邦男「アクティブ・
リスニングとはどういうものか－自主交渉援助
型調停の背景にあるもの－」仲裁とADR６号
137頁以下，入江秀晃「調停人の態度のトレー

別席」JCA61巻５号24頁以下。
13）　レビン小林『調停者ハンドブック』８頁以下。
14）　入江秀晃『現代調停論　日米ADRの理念と
現実』（東京大学出版会 ，2013年）76・77頁。

15）　行政書士会北海道ADRセンター規則第４条。
16）　レビン小林久子『解説　同席調停』（日本加
除出版 ，2011年）35-43頁，レビン小林『調停
者ハンドブック』47-56頁。

17）　㈳日本商事仲裁協会他『調停人養成教材・基
礎編』(2006年度版 )（経済産業省）４頁以下。

18）　レビン小林『調停者ハンドブック』68-76頁。
19）　建物賃貸借契約または借家契約をインター
ネットで検索すれば，賃貸借契約の契約書が
多くヒットする。阿部・井窪・片山法律事務所
編『契約書作成の実務と書式―企業実務家視点
の雛形とその解説 第２版』（有斐閣 ，2019年）
105頁以下も参照。

20）　以上は，中田裕康『契約法〔新版〕』（有斐閣 ，
2021年）397－399頁 ，406頁以下を参照。

21）　中田『契約法〔新版〕』406頁以下を参照。
22）　中田『契約法〔新版〕』406頁。
23）　もっとも，ゼミ生事案では，【Yの主張と事案】
に見られるように，本判決の判旨の理解が怪し
い箇所がある。足立の指導不足である。

24）　国土交通省ウエブサイト「原状回復をめ
ぐるトラブルとガイドライン（再改訂版）」
（https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/
jutakukentiku_house_tk ３_000020.html）（2021
年11月４日閲覧）を参照。

25）　「Project-Based Learinig（PBL，問題解決方
学習）」については，差し当たり，小野和宏・
松下佳代「教室と現場をつなぐ PBL―学習と
しての評価を中心に―」（松下佳代編著『ディ
ープ・アクティブ・ラーイング 大学授業を深
化させるために』（勁草書房 ，2015年）215頁以
下を参照。また，本企画は，リーダーシップ教
育の経験学習型の経験構築型に当たる。館野泰
一「リーダーシップ教育の理論と設計」（中原
淳監修，館野泰一・高橋俊之編著『リーダーシ
ップ教育のフロンティア【研究編】』（北大路書
房 ，2018年）64頁以下を参照。

26）　本取組みは，「主体的な学び」を実現するた
めの，学生参画型学習のアプローチに分類され
る（松下佳代「『主体的な学び』の原点－学習
論の視座から－」大学教育学会誌31巻１号14頁
以下を参照。本企画は，「学生参画型学習」の
アプローチを採用して，学生の「主体的な学び」
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ニング」自正67巻３号53頁以下，山口絢「自主
交渉援助型調停に対する弁護士の意識－理念及
びスキルを中心に－」東京大学大学院情報学紀
要 情報学研究82号103頁以下を参照。
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